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■ 昭和26年9月12日／大阪府知事認可の第1号信用組合として  
　　　　　　　　　　設立
■ 昭和39年10月1日／大阪手形交換所へ代理交換として加入
■ 昭和54年10月1日／大阪府収入代理金融機関の指定を受く
■ 昭和54年11月1日／大阪市収入代理金融機関の指定を受く
■ 平成11年4月19日／大阪東和信用組合の事業譲受を完了
■ 平成11年5月17日／興和信用組合の事業譲受を完了
■ 平成11年6月14日／福寿信用組合の事業譲受を完了
　　　　　　　　　　本店を現所在地に移転
■ 平成13年2月19日／信用組合共同センターへオンライン
　　　　　　　　　　システム移行
■ 平成14年1月 4日／本店及び全支店間の新情報系システム
　　　　　　　　　　稼働
■ 平成14年9月19日／城東支店建替
■ 平成18年5月17日／初芝支店建替
■ 平成25年6月 1日／八尾支店建替
■ 平成26年3月18日／三国支店開業

大同信用組合の平成29年度上半期の情報について
お知らせいたします。
なお、本資料に掲載されている計数につきましては、会計監
査は受けておりません。また、原則として単位未満を切り捨て
て表示していますので、合計が一致しない場合があります。

当組合の歩み（沿革）
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当 組 合 の 歩 み

ご あ い さ つ

預 金 ・ 貸 出 金 の 状 況

貸出金業種別残高・構成比

主 要 な 経 営 指 標

自 己 資 本 比 率

有 価 証 券 の 時 価 情 報

金融再生法開示債権及び
同 債 権 に 対 す る 保 全 額

地 域 密 着 型 金 融 の 推 進

当組合の苦情処理措置・紛争解決措置等のご案内

地域貢献等に関する情報開示
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　皆さま方には、平素から大同信用組合をご愛顧いただき、誠にありがとうございます。
　さて、我が国の経済ついては、政府では、「各種の政策効果等により雇用や所得環境に改
善が見られるなど景気は緩やかな回復基調が続いている」としておりますが、当組合の主要
取引先であります中小・小規模事業者は、少子高齢化による人手不足や原材料費の高騰等
による収益悪化の懸念もあって、先行きの見通しは不透明で景気回復を実感するには至っ
ておらず、依然として厳しい経営環境が続いております。
　このような経済情勢の中、当組合の平成29年度上半期の業績は、地域に密着した営業活
動を推進し、個人定期キャンペーンを柱として預金増強に努めた結果、預積金残高は計画を
大きく上回る実績となりました。一方、貸出金についても、マイナス金利の導入後ますます激
化した他行との競合の中、中小・小規模事業者の皆さまとのコミュニケーションを深めるとと
もに、本支店一体となって顧客ニーズに柔軟に対応した結果、預積金同様に計画を大きく上
回る実績となりました。
　また、業務純益についても、預金平残の増加で預金利息が増加したものの、融資推進を強
力に行った結果、貸出平残増加による利息収入の増加などから、前年同期に比べ増益となり
ました。
　このミニディスクロージャー誌には、平成29年度上半期における当組合の重要な取組みや
業績等を取りまとめておりますので、是非ご高覧頂き、経営状況等についてのご理解を賜れ
ば幸いに存じます。
　当組合は、これからも地域経済並びに社会の発展に貢献するため、これまで以上にきめ細
かい支援や新規・成長企業への資金供給に努めてまいる所存でございますので、今後とも
変わらぬお力添えを賜りますよう心からお願い申し上げます。

ごあいさつ

理事長

平成29年11月
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貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％）

厳しい金融環境の中、多くのお客さまからご支持をいただいた結果、平成29年9月末の預金残
高は平成29年3月末より200億円（5.56％）増加し、3,799億円となりました。一方、貸出金残
高は90億円（3.68％）増加し、2,530億円となりました。

● 預金残高

平成29年3月末 平成29年9月末平成28年9月末

3,428億円 3,598億円 3,799億円

● 貸出金残高

平成28年9月末 平成29年3月末 平成29年9月末

2,313億円 2,440億円 2,530億円

製 造 業
農　業、　林　業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業、郵 便 業
卸 売 業、小 売 業
金 融 業、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医 療、 福 祉
その他のサービス
そ の 他 の 産 業
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 計

1,142
46
286

5,926
57

2,473
145

8,613
4,588

165,290
9

5,656
16,849
2,569
12,237
223

4,955
7,789
359

4,779

0.4
0.0
0.1
2.4
0.0
1.0
0.0
3.5
1.8
67.7
0.0
2.3
6.9

金　額
平成29年3月末

構成比
0.4
0.0
0.1
2.3
0.0
0.9
0.0
3.4
2.1
68.8
0.0
2.2
6.9

1.0
5.0
0.0
2.0
3.1
0.1
1.9

0.9
4.5
0.0
1.9
2.8
0.1
1.9

金　額
平成29年9月末

構成比
業 種 別

1,114
42
261

6,066
4

2,393
140

8,729
5,354

174,297
22

5,691
17,523
2,400
11,561
212

4,857
7,109
359

4,870
244,000 100.0 100.0 253,010
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預金・貸出金の状況

平成27年9月末 平成28年3月末平成27年3月末

3,120億円 3,232億円 3,284億円

平成27年3月末 平成27年9月末 平成28年3月末

2,016億円 2,092億円 2,224億円



「自己資本比率」は、金融機関の健全性を
示す重要な指標のひとつです。
当組合においては、国内基準の4％だけ
ではなく国際統一基準の8％を上回る
水準となっております。

平成29年9月末の計数につきましては、
会計監査は受けておりません。

平成29年3月末 平成29年9月末

12.03％

国内基準
4％

国際基準
8％

（単位：百万円）◎ 満期保有目的の債券で時価のあるもの

11.93％

（単位：百万円）◎ その他有価証券で時価のあるもの

2,000
2,000
3,000
3,000
5,000
5,000

2,053
2,034
3,121
3,103
5,175
5,138

53
34
121
103
175
138

53
34
121
103
175
138

ー
ー
ー
ー
ー

ー

う ち 益
時 価 差 額貸借対照表

計 上 額 う ち 損
平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

国 債

社　債

合 計

う ち 益
取得原価 評価差額貸借対照表

計 上 額 う ち 損
平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

株 式

社 債

その他

1,083
1,083
1,200
1,200
418
415

1,483
1,602
1,180
1,193
407
425

400
518
△19
△  6
△10
9

454
573
6
6
ー
9

54
55
26
13
10

ー
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自己資本比率（国内基準）

有価証券の時価情報（単体）

平成29年3月末

平成29年9月末

2,701
2,699

3,071
3,220

370
521

460
589

90
68

主要な経営指標

1,918
1,918
2,064
1,558

32,491
32,527

35
271,409

2,079
2,079
2,227
1,659

35,751
35,815

63
297,175

3,795
3,841
3,978
2,957

34,155
34,207

52
286,285

（単位：百万円）

業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益
自 己 資 本 額
うちコア資本に係る基礎項目の額
うちコア資本に係る調整項目の額
リ ス ク ア セ ッ ト

平成28年9月末 平成29年9月末 〈参考〉平成29年3月末

9月末欄の利益等の計数は、4月1日から９月30日までの半期分となっております。（注）

（△）

合 計



当組合では、平成15年度から地域密着型金融の強化のためさまざまな取組みを進めており、29年度
には、31年3月迄の2年間に亘る新たな「地域密着型金融推進計画」を策定して、経営改善や事業再生
等、取引先企業等の支援に積極的に取組んでおります。「中小企業金融円滑化法」は終了しております
が、地域金融機関としてこれまでと同様に、お客様からのお申込、ご相談には、引き続き真摯に対応して
まいります。

（注）平成29年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権
のカテゴリーにより分類し、以下の簡便な方法により算出しております。従って、平成29年3月末の計数
とは算出方法が異なるため、計数は連続しておりません。
〈平成29年9月末の算出方法〉
1.債務者区分については原則として平成29年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準として
おります。ただし、4月1日から9月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに延滞をしている
債務者について当組合の定める自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行い、債務者区分の変更に
よる額を反映しておりますが、財務内容の変化等に応じた見直しは行っておりません。

2.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する
債務者に対する債権の合計です。

3.「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計です。
4.「要管理債権」の金額は、債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち、貸出条件を
緩和している債権及び3ヵ月以上延滞している債権の合計です。

5.「正常債権」の金額は、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及び
これらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権の合計です。

不良債権に対する引当は万全で、より一層の資産の健全化に努めてお
ります。不良債権1,751百万円に対して、確実に回収される担保・保
証等及び貸倒引当金との合計1,612百万円でカバーされており、保
全率は92.1％です。
なお、貸出の増強等により債権合計が前年度末対比3.7％の増加とな
る一方、不良債権比率は前年度末対比0.1ポイント低下して0.7％と
なりました。

（単位：百万円、％）

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

761

670

650

644

ー

ー

1,412

1,315

191

158

140

138

ー

ー

332

296

953

829

791

783

ー

ー

1,744

1,612

100.0

100.0

84.9

85.0

ー

ー

92.5

92.1

100.0

100.0

50.0

50.0

ー

ー

70.3

68.2

0.4

0.3

0.4

0.4

ー

ー

0.8

0.7

953

829

932

921

ー

ー

1,885

1,751

242,461

251,553

244,347

253,304

危 険 債 権

要管理債権

不良債権計

正 常 債 権

合 計

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

区 分
債権額

（A） （B） （C） （D）＝（B）＋（C） （D）/（A）（C）/（A-B）（A）/合計

担保・保証等 貸倒引当金 保全額 保全率 不良債権
比率

貸倒引当金
引当率
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地域密着型金融の推進

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額



●苦情処理措置
　当組合では、お客様により一層のご満足をいただけるよう、お取引に係る苦情等をお取引店また
　はご相談窓口で受付けておりますので、お気軽にお申出ください。また、苦情等のお申出は当組
　合のほか、地区しんくみ苦情等相談所・しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受付けてい
　ます（詳しくは、当組合「ご相談窓口」へご照会ください）。

● 地域行事への参加
地域の一員として、地域行事などに積極的に参加・協力することで、地域の皆さまとのふれあい
をもっと深めていきたいと考えております。

当組合は、「地域の発展に奉仕する」という基本方針を掲げ、地域の皆さまに対して、金融面を
通じた地域貢献はもちろん、地域サービスの充実や地域行事への参加などを通じて、積極的に
取組んでまいります。

● 融資を通じた地域貢献
地域限定の中小企業向け貸出商品の提供

　☆「ビジネス・タイムリー大同」、地区事業者優遇ローン、保証協会保証付融資など

● 年金相談会開催中（無料）
地域のお客様のお役に立つために各支店において定期的に専門の相談員による年金相談会を
開催しております。29年度も引き続き実施する予定となっていますので、ご遠慮なく窓口または
担当者にお問い合わせください。

● ご好評いただいている観劇キャンペーン
恒例となりました大同の観劇定期預金キャンペーンは今年で17回
目となりますが、今回は平成30年5月22日に新歌舞伎座で行われ
る「梅沢富美男・香西かおり特別公演」に抽選で650組、1,300名の
お客様をご招待致します。
キャンペーン期間は平成29年10月2日から平成30年3月30日ま
でとなっていますので、是非ご応募ください。

●紛争解決措置
　公益社団法人 民間総合調停センターおよび東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士
　会が設置運営する仲裁センター等（以下、仲裁センター等）で紛争の解決を図ることも可能です
　ので、当組合「ご相談窓口」または、しんくみ相談所 へお申出ください。また、お客様が直接弁護士
　会の仲裁センター等へ申出ることも可能です。

（上記以外の支店でも、積極的に地域とのふれあい活動を行っております。）

支 店 名

城 東 支 店
守 口 支 店

地元町内お花見会参加
商工会主催の融資相談会の実施

活 動 の 内 容
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当組合の苦情処理措置・紛争解決措置等のご案内

地域貢献等に関する情報開示



［店舗一覧］
本店営業部
城 東 支 店
京 橋 支 店
生 野 支 店
針中野支店
枚 方 支 店
東香里支店
守 口 支 店
八 尾 支 店
松 原 支 店
初 芝 支 店
石 津 支 店
福 田 支 店
富田林支店
三 国 支 店

〒５５０-００１４
〒５36-０００8
〒５34-００2 4
〒５44-００32
〒５46-００14
〒５73-1183
〒５73-００73
〒５70-００28
〒５81-００61
〒５80-００17
〒５99-8114
〒５92-8334
〒５99-8241
〒５84-００31
〒５32-００33

TEL06-6541-1023
TEL06-6939-3284
TEL06-6352-0721
TEL06-6716-7643
TEL06-6696-2551
TEL072-849-5221
TEL072-852-6221
TEL06-6992-6201
TEL072-923-0284
TEL072-333-2910
TEL072-286-2910
TEL072-247-2450
TEL072-235-2910
TEL0721-25-2910
TEL06-6399-7770

大阪市西区北堀江１-４-３
大阪市城東区関目１-１-３
大阪市都島区東野田町４-９-１５
大阪市生野区中川西１-１７- １２
大阪市東住吉区鷹合２-１０-２１
枚方市渚南町２６-３１
枚方市高田２-２２-５
守口市本町１-２-４
八尾市春日町２-６-６
松原市柴垣１-８-１
堺市東区日置荘西町３-４-１
堺市西区浜寺石津町中３-１３-１１
堺市中区福田４８４-４０
富田林市寿町２-２-３５
大阪市淀川区新高3-9-2-101

〒550-0014　大阪市西区北堀江1丁目4番3号
 TEL（06）6541-2910（代）
 http://www.daido.shinkumi.jp/
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